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　7.親なき後問題

　①親なき問題とは

　「親なき後問題」という言葉自体聞きなれない言葉だと思う。「親なき後問題」とは、障害（知的障害・精神障害・身体障害）を有する者を子にもつ親が、自らの病気や高齢、あるいは死亡によって、それまで事実上、親の保護下にあって親が支えていた障害者の生活全般にかかわる事項を、どのようなかたちで援助し、支えていくかという問題である。福祉の現場では、この問題について悩みを抱えている家庭は多い。知的障害や自閉症の子供たち、あるいは身体的障害を抱えた子供たちに関することである。現在こういった子供たちの多くは更正施設へ泊まりこみで入所している人や、通所している人たちがいる。そのような子供たちが入所している施設を訪れると、社会的弱者として一般社会から孤立した世界へ追いやられているような感じで居たたまれなくなってしまう。親元を離れて集団生活をして、週末になると親元へ帰っていくような日常である。そんな子供たちを抱えている親は、子供の将来に不安を感じているのである。つまり、親が元気なうちは子供を支えていくことができるが、自分が高齢になったとき、子供たちの資力がないことや一人で生活していくことができないことといった現実が待っているのである。このような問題を解決する手段として後見制度があり、あるいは税務上の優遇措置である特別障害者に対する贈与税の非課税制度（特別障害者扶養信託契約の受益権のうち6,000万円までの部分の非課税）がある。実際に親に財産がある場合には、不動産収入のある財産を生前に信託契約として受益権を贈与し、非課税制度を利用し、そして財産管理については後見制度を利用して後見人に委託するといったスキームを考えることができる。このスキームは、障害を持つ子の親は知識としてはもっているようでである。

②親なき後問題に対する任意後見制度の利用

　この親なき後問題について、知的障害を持つ子供の例を考えてみたい。知的障害をもつ者であっても任意後見契約の内容を理解できれば任意後見制度を利用することができる。当然に、どの程度の判断の能力を持っているかを判断することが一つのポイントである。そして、その子が日常生活において何ができて何が苦手なのか、あるいは何ができないのかを十分に把握しなければならない。このことで、本人が何を必要としているかを理解することができ後見事務を行う際の目安となる。そして、実際に任意後見契約を締結する上で授権内容を決めることが大切なことである。

包括的な代理権とするか、部分的な代理権とするかということであるが、親の死亡や障害者本人の病状の悪化あるいは老化により、様々な事態に対処していく必要性が生じてくる。そのため、できれば包括的な代理権を任意後見受任者に与えておくべきである。また、障害を有する者自身の年齢が若い場合には、任意後見人を複数にしておく、または法人後見人としておくといった対応が必要である。これは一人の任意後見受任者が後見事務の遂行ができなくなってしまうことに対処しておくためである。

　次に、任意後見監督人の選任申立て判断である。これは、高齢者の場合とは違う。つまり親のしっかりしている間は親の保護下に置かれているため、任意後見受任者の後見事務の必要はない。したがって、本人に判断能力がなくなってしまったときが申立て時期というわけではなく、親が障害を有する者の面倒をみることができなくなったときが申立て時期である。この判断については、本人・親・任意後見受任者の間で十分話しあっておく必要がある。

③親なき後問題に対する法定後見制度の利用

　任意後見制度の内容を理解することができない場合の重度の知的障害を有する者については、法定後見制度の利用となる。この障害を持っている方は、一人で在宅生活をしていくことは困難な状況にあると思われる。親の元で生活をしているような場合には、親の病気や老化によって生活に大きな影響を及ぼすこととなってくる。こういった場合に備えて、あらかじめ家庭裁判所へ法定後見の申立てを行い、成年後見人を選定しておくべきである。この場合には、親自身が後見人になるとともに、できれば複数後見人の選任をしておくことも重要である。また、複数の後見人が選任されていなくても、親が後見人に選任されていれば、親が死亡した後も、利害関係人の請求や家庭裁判所の職権によって、新たに後見人の選任をすることができるため、親を必ず後見人にしておくことが大切である。また、現段階では法定後見制度の利用が必要ないという場合においては、親自身が任意後見契約を信頼できる方と締結しておき、親が高齢のため痴呆症になった場合、あるいは不慮の事故にあった場合などに備えて、子供の面倒をみることを代理権権限の範囲に加えておき、備えておくことも一つの方法である。

　身体障害を有する者は法定後見の対象とはなっていない。したがって、親の介護により生活をしている方はあくまで委任契約により援助者と契約をしておくことが必要となってくる。　　

　④税理士の親なき問題への対応

　障害のある子を持つ親にとっての問題を解決する手段として、後見制度の利用は非常に有効である。ただ、まだまだ後見制度の周知が徹底されていないせいか、親なき問題への解決手段として利用されている例は多くはない。また、収入の確保という意味で信託制度の利用や特別障害者扶養信託契約の受益権のうち6,000万円までの部分の非課税制度の利用などが必要となってくる。まさしく、税理士が社会貢献として行うにふさわしい問題といえるのではないだろうか。障害者の支援であることから、ビジネスとしての側面は可能性として少ないと思われるが、あくまで、社会貢献として行っていくことによって、税理士の社会的認知度が高まっていくのではないだろうか。
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